
◎法科大学院への裁判官及び検察官その他の一般職の国家公務員

の派遣に関する法律 
（平成一五年五月九日法律第四○号）   

一、提案理由（平成一五年四月九日・衆議院法務委員会） 

○森山国務大臣 法科大学院への裁判官及び検察官その他の一般職の国家公務員の派遣

に関する法律案につきまして、その趣旨を御説明申し上げます。 

 法曹の養成については、法科大学院における教育が、司法修習生の修習との有機的連

携のもとに法曹としての実務に関する教育の一部を担うものとされ、かつ、関係する機

関の密接な連携及び相互の協力のもとに、将来の法曹としての実務に必要な法律に関す

る理論的かつ実践的な能力を備えた多数の法曹の養成を実現すべきものとされておりま

す。 

 この法律案は、このような状況にかんがみ、国の責務として、裁判官及び検察官その

他の一般職の国家公務員が法科大学院において教授、助教授その他の教員としての業務

を行うための派遣に関し必要な事項について定めることにより、法科大学院における法

曹としての実務に関する教育の実効性の確保を図り、もって法曹養成の基本理念に則し

た法科大学院における教育の充実に資することを目的とするものであります。 

 以下、法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、法科大学院設置者は、裁判官または検察官等を教授等として必要とするとき

は、最高裁判所または任命権者に対し、派遣を要請することができるものとしておりま

す。 

 第二に、最高裁判所は、裁判官の同意を得て、裁判官が職務とともに教授等の業務を

行うものとすることができることとし、当該裁判官は裁判官として受ける報酬その他の

給与を減額されず、法科大学院設置者がその教授等の業務の対償に相当するものとして

政令で定める金額を国庫に納付するものとしております。 

 第三に、任命権者は、検察官等の同意を得て、検察官等が職務とともに教授等の業務

を行い、または専ら教授等の業務を行うものとして、検察官等を派遣することができる

ものとし、法科大学院における法曹としての実務に関する教育が実効的に行われること

を確保するため特に必要があると認められるときは、必要と認められる範囲内で、当該

検察官等に対し給与の一部を支給することができるものとしております。 

 第四に、法科大学院において教授等の業務を行う裁判官及び検察官等について、国家

公務員共済組合法、国家公務員退職手当法等の特例について所要の規定を置いておりま

す。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一五年四月一七日） 

○山本有二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審



査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、法科大学院における教育が、司法修習生の修習との有機的連携のもとに法曹

としての実務に関する教育の一部を担うものであり、かつ、将来の法曹としての実務に

必要な法律に関する理論的かつ実践的な能力を備えた多数の法曹の養成を実現すべきも

のであることにかんがみ、国の責務として、裁判官及び検察官その他の一般職の国家公

務員が法科大学院教員としての業務を行うための派遣に関し必要な事項について定めよ

うとするものであります。 

 本案は、去る一日本委員会に付託され、九日森山法務大臣から提案理由の説明を聴取

し、十五日質疑に入り、参考人から意見を聴取するなど慎重に審査を行い、同日質疑を

終局し、直ちに採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決

しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年四月一五日） 

 政府並びに最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべ

きである。 

一 法科大学院への裁判官又は検察官等の派遣については、高度の専門的な法律知識、

幅広い教養、豊かな人間性を備えた法曹を養成するという目標に照らし、すぐれた資

質及び能力を備えた者が派遣されるように努めること。 

二 法科大学院への裁判官又は検察官等の派遣については、法科大学院の教員構成やカ

リキュラム編成等の必要性に基づいた要請を尊重し、透明で公平な手続により、要請

に応え得る人選を行うこと。また、人材確保に地方格差が生じないようにするととも

に、男女共同参画の趣旨を尊重するよう、十分な配慮をすること。 

三 法科大学院への裁判官又は検察官等の派遣に当たっては、法科大学院における実務

教育の内容が全国画一的なものとならないよう留意するとともに、法科大学院の自治

を損なわないよう、創造的かつ自主的な発展に、十分な配慮をすること。 

四 法科大学院へ派遣される検察官等に対する国からの給与の一部支給については、特

に必要があると認められる場合にのみ実施することとし、その報酬等が法科大学院の

他の教員と不公平が生じることがないよう配慮すること。 

五 本法の施行後、早期に、法科大学院における実務家教員の教育内容、教育効果等に

ついて検討し、必要があると認めるときは、本法の見直しも含め所要の措置を講ずる

こと。 

三、参議院法務委員長報告（平成一五年四月二五日） 

○魚住裕一郎君 ただいま議題となりました法科大学院への裁判官及び検察官その他の

一般職の国家公務員の派遣に関する法律案につきまして、法務委員会における審査の経

過と結果を御報告申し上げます。 



 本法律案は、法科大学院における教育が実務に必要な法律に関する理論的、実践的な

能力を涵養すべきものであることにかんがみ、その教育の実効性の確保並びに法曹養成

の基本理念に則した教育の充実を図るため、国の責務として、裁判官及び検察官その他

の一般職の国家公務員を教授、助教授その他の教員として法科大学院へ派遣することに

関し、大学院設置者からの派遣要請、給与の支給等について所要の事項を定めようとす

るものであります。 

 委員会におきましては、法科大学院に対する公的財政支援及び奨学金の拡充の必要性、

法科大学院の全国適正配置と実務家教員の確保、派遣教員の人選等における大学の自治

の尊重等について質疑が行われ、また、参考人から意見を聴取いたしましたが、その詳

細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年四月二四日） 

 政府並びに最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべ

きである。 

一 法科大学院への裁判官又は検察官等の派遣については、高度の専門的な法律知識、

幅広い教養、豊かな人間性を備えた法曹を養成するという目標に照らし、教育者とし

てすぐれた資質及び能力を備えた者が要請に応じて派遣されるよう必要な人員の確保

に努めるとともに、派遣される裁判官又は検察官等の自主性を尊重しつつ教育方法等

についての研修の実施に配慮すること。 

二 法科大学院への裁判官又は検察官等の派遣については、透明で公平な手続により、

法科大学院の教員構成やカリキュラム編成等の必要性に基づいた要請を極力尊重して

人選すること。また、人材確保に地方格差が生じないように十分配慮するとともに、

男女共同参画の趣旨を尊重すること。 

三 法科大学院への裁判官又は検察官等の派遣については、派遣裁判官等が一方的な立

場から実務教育内容への関与・画一化等により、法科大学院の自主的かつ多様な発展

を阻害することにならないよう留意するとともに、管理・運営面に関与する場合には、

法科大学院の自治を尊重し、教授の自由を損なわないよう十分な配慮をすること。 

四 法科大学院へ派遣される検察官等に対する国からの給与の一部支給については、派

遣前の給与水準の維持自体が目的とされることなく、法科大学院の要請に応じた安定

的・継続的な派遣と教育の実効性を確保するため特に必要があると認められる場合に

のみ実施することとし、その報酬が法科大学院の他の教員と不公平が生じることがな

いよう配慮すること。 

五 裁判官、検察官等の派遣が新しい制度であることにかんがみ、本法の施行後、早期



に、法科大学院における派遣される裁判官又は検察官等の教育内容、教育効果等につ

いて検討し、必要があると認めるときは、適宜本法の見直しも含め所要の措置を講ず

ること。 

 右決議する。 


